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巻頭言

　去る８月24日、高知県四万十市（旧
西土佐村）大宮地区にある住民出資の
株式会社大宮産業を訪問した。大宮産
業は地域住民自らが出資し、立ち上げ
たコミュニティ企業である。
　多くの農山間地域で過疎や生活イン
フラの欠如が深刻化しているように、
大宮地区でも集落機能の維持が大きな
課題となっている。1975年には148世
帯（528人）が住んでいたが、世帯数は
129に、人口は253人に半減し、高齢
化率は52.5％にまでなっている。中学
校は1978年に廃校、保育所は2009年
に廃止、そして2011年には小学校が
休校（事実上の廃校）になっている。人
口減少に比べて世帯数があまり減って
いないのは、高齢者世帯や単独世帯が
増えていることを意味しており、実際
に15歳未満の年少人口は10名しかい
ない。

■失われつつある「つながりの場」

　私はここ数年、宮城県登米市や宮崎
県五ヶ瀬町のフィールド調査も行って
いるが、基本的な地域変化の構造は似
ている。つまり、第一次産業を中心と
した地域産業が衰退し、人口（とくに

若者）が域外に流出し、結果として地
域生活を守るさまざまな機能が失われ
ていく。それは、日常物資の買い物と
いった物質面のみならず、人びとが「つ
ながる」場や機会の喪失となって現れ
ている。
　想像してみてほしい。地域に学校が
なくなるとはどのようなことなのか？
それは、自分たちの学び舎がなくなる
ということ、地域の共通の話題がなく
なるということ、地域でつながる機会
が減るということ、地域から笑い声が
なくなるということ…。
　同じように過疎が進行するある地域
でお話をうかがった際、地域に子ども
がいなくなったことによって敬老の日
のイベントが出来なくなったと聞い
た。老人会とは、決して高齢者だけの
集まりではない。地域の人びとがその
地域を支え育んできた高齢者に感謝の
気持ちを表す場であり、その地でこれ
から過ごしてゆくであろう地域の人び
との未来の姿を希望とともに共有する
機会でもある。そして、そこに子ども
や若者がいることの意味が、どれだけ
大きいかは想像に難くない。
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■住民出資の株式会社・大宮産業

　そのような中で、大宮地区住民の約
８割（108戸）が700万円を出資して
2006年に株式会社大宮産業が設立さ
れた。その事業は、ガソリンスタント
や共同売店（宅配サービスを含む）の運
営、「大宮米」の流通販売等であるが、
最大の目的は、地域住民が安心して暮
らせる地域づくりであり、そのための
支え合いの仕組みづくりにある。地域
住民自らが出資し、利用し、運営する
大宮産業の取り組みを拝見し、これは
コミュニティ協同組合の実践そのもの
ではないかと感じた。
　しかし、その取り組みの経緯をお聞
きすると、複雑な気持ちになった。と
言うのも、そもそも大宮産業が設立さ
れた直接的な契機は、地域住民の生活
を守るライフラインとして機能してい
たJAの出張所が廃止されたことによ
るからである。
　協同組合とは、地域のニーズに応え
るために地域住民が出資し、利用し、
運営する三位一体を基本原理とした社
会的事業体である。これまで私は、協
同組合は地域生活に根ざしているがゆ
えに、地域からの「撤退」はありえな
いことが営利を求めて自由に移転する
営利企業との違いであると説明してき
たが、いま、全国各地で実際に協同組合
が「撤退」するという事態が起きている。

■�地域住民の相互自助の力を引き出す

支援

　過疎が進行し、農業生産も減少して
いる大宮地区のような地域は、しばし
ば「限界集落」と称されてきた。当初、
彼らはそのような呼び方には異を唱え
ていたそうである。しかし、今では、
あきらめの気持ちとともにやはり限界
集落といわれても仕方がないと受け止
めつつあるという。そして、そのよう
な現実を目の当たりにしているにも関
わらず、私たちは何もできずにいる。
　協同組合の基本は自助（self –help）
であることは改めて言うまでもない。
ただし、それは「自分１人」ではなく、

「自分たち」で共に助け合う「相互自
助（mutual�self –help）」である。協同
組合運動をさらに発展させるというの
であれば、私たちが今、突きつけられ
ている地域の現実に共に向き合い、地
域住民の相互自助の力を引き出し生み
出す「協同的主体化の支援」こそが切
に求められているのではないだろう
か。それこそがワーカーズが挑戦して
きたことであり、協同組合全体として
取り組むべき課題でもある。協同組合
原則「協同組合間協同」（第６原則）と

「コミュニティへの関与」（第７原則）を
実質化する意味でも、そのような議論
が今こそ必要である。


